
（英文名称・略称）

邦　　貨 外貨１ 外貨２
（千　円） （千ドル） （千　　　）

19,898,865 211,690 100
13,643,841 132,464 100
10,171,759 90,016 100

当該年の収入 2112.5
１位 米国 712,221 37.4 当該年の支出 1878.2
２位 日本 143,494 7.5 次年への繰越 243.3
３位 ＥＣ 118,215 6.2
４位 スウェーデン 111,937 5.9

５位 ノルウェー 80,937 4.3

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考　

　　　3.4％

　最近３年間の我が国支払額及びＯＤＡ率

UNHCR幹部と我が国要人との会談等の場を通じて重要ポストにおける邦人数増加の申し入れを行うととも
に、UNHCR側との緊密な連携を通じて空席ポストの提示等を受けている。今後とも、右に加え、国際専門職
員ロスター制度の活用、JPOの残留率の向上等を通じて、UNHCRにおける邦人職員の強化を図る。

金額
（千米ドル）

国　　　　名
拠出率（注）

（％）

国連会計検査委員会
（UN Board of Auditors)

 　当該機関重要ポストへの邦人職員送り込みについての具体的な計画

　　邦人職員が占めている幹部ポスト

松浦ミュラー久美子

　UNHCRは，世界各地で難民等の保護及び支援，難民問題の恒久的解決に取り組む唯一の国際機関であ
る。我が国は，難民等に対する人道支援を国際貢献の重要な柱の一つとして位置づけ，アフリカ地域，並び
にアフガニスタンを中心としたアジア地域を重点地域として，UNHCRを通じた難民支援を積極的に実施。ま
た，我が国は，人間の安全保障及び平和構築の推進の観点からもUNHCRを通じた難民等の支援を重視し
ており，UNHCRとの緊密な協力関係を評価している。
　UNHCRは，行政コストの削減，限られた資金の効率的配分，組織強化を中心とした改革努力を行ってい
る。例えば，各フィールド事務所ごとに包括的なニーズアセスメントを行わせ，厳格な優先順位付けに基づい
た活動を行うことや，結果重視のマネージメントを徹底させている。
　また，UNHCRは，より効率的・効果的な難民支援を行うために，過去数年間組織改革に努めており，本部
（ジュネーブ）機能の一部のブタペストへの移転，本部職員数の削減，本部経費の削減等を実施。その結
果，本部職員数を削減する一方で，在外事務所の職員数を維持し，事業量を60%以上増加させた。さらに，
2006年～2010年で人件費を14.3%削減。我が国としては，このようなUNHCRの効率的なマネージメントを目
指す組織改革を高く評価している。

　うち　３人

　拠出金名：国連難民高等弁務官事務所拠出金

1米ドル = 94円
 1米ドル = 103円

難民・国内避難民等の支援

 　拠出上位５ヶ国・地域・機関等　（２０１０年のもの）

　邦人職員数
　うち幹部以上

　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率

United Nations High Commissioner for Refugee (UNHCR)

単   位
ODA率（％）

国際機関等の財政

平成２０年度

（２０１０年決算）(百万米ドル）

　　当該拠出金の目的・用途等

平成２２年度

60　人 　　　1749人

会計検査機関名

外務省国際協力局緊急・人道支援課

 　国際機関等名
国連難民高等弁務官事務所

　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　

　当該機関等に対する我が国としての評価
　（合理化、機能強化のための改革が行われているか，当該機関等の政策に対する我が国の意見の反映度を含む）

（注）我が国と各国とは会計年度が異なるため、拠出率については暦年となっている。

本部アフリカ局次長 吉田　典古
本部中東・北アフリカ局次長
本部財務官兼財務行政管理部長

下澤　祥子

（現在の構成員の出身国：　英、南ア、中）

平成２１年度
1米ドル = 113円

レート

種　　　別

　所管官庁担当局課名


